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まえがき 

この規格は，産業標準化法に基づき，日本産業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が改正した日本

産業規格である。これによって，JIS C 6691:2016 は改正され，この規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本産業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 

注記 工業標準化法に基づき行われた日本工業標準調査会の審議等の手続は，不正競争防止法等の一

部を改正する法律附則第 9 条により，日本産業標準調査会の審議等の手続を経たものとみなさ

れる。 
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Thermal-links-Requirements and application guide 

 
序文 

この規格は，2015 年に第 4 版として発行された IEC 60691 及び Amendment 1:2019 を基に，我が国にお

ける温度ヒューズの生産状況及び使用実態に適合させるため，技術的内容を変更して作成した日本産業規

格である。ただし，追補（amendment）については，編集し，一体とした。 

なお，この規格で点線の下線を施してある箇所は，対応国際規格を変更している事項である。変更の一

覧表にその説明を付けて，附属書 JB に示す。また，附属書 JA は，対応国際規格にはない事項である。 

 

1 適用範囲 

この規格は，通常屋内で用いる電気製品，電子機器及びその部品を異常状態での過度の温度から保護す

るために，これらの機器及びその部品に組み込まれる温度ヒューズについて規定する。また，その適用の

指針を附属書 A に示す。 

この規格は，定格電圧が 690 V（交流又は直流）以下で，かつ，定格電流が 63 A 以下の温度ヒューズに

適用する。 

注記 1 上記の電子機器は，熱を発生するように設計されていない。 

注記 2 過度な温度上昇に対する保護能力は，理論的には，通電電流の大きさと同様に，温度ヒュー

ズの取付位置及び取付方法も影響する。 

この規格は，屋内以外の条件の下で用いる温度ヒューズについても，それら温度ヒューズの周辺におけ

る気候などの環境条件が，この規格と同等のものであれば適用する。 

この規格は，最も単純な（溶融片又は溶融線）形態の温度ヒューズにも適用する。ただし，これは，動

作中に放出された溶融物が，機器の安全に悪い影響を及ぼさないことが条件であって，特に手持形機器又

は可搬形機器の場合には，その機器の向き及び動きにかかわらず，安全に影響がないことが条件である。 

既にこの規格に適合している温度ヒューズが，金属製又は非金属製のケースにパッケージされ，かつ，

端子及び／又は配線リードをもつ温度ヒューズパッケージ組立品は，附属書 H による。 

なお，製造業者が動作温度の中心値を Tf として指定する場合については，附属書 JA による。 

この規格の目的は，次のとおりである。 

a) 温度ヒューズの統一要求事項を確立する。 

b) 試験方法を明確に規定する。 

c) 機器に組み込む温度ヒューズの適用に関して有用な情報を提供する。 

この規格は，腐食性，爆発性の環境などの極端な条件の下で用いる温度ヒューズには適用しない。 

この規格は，45 Hz 未満又は 62 Hz を超える周波数の交流回路に用いることを目的とする温度ヒューズ

には適用しない。 


